
熊本市上下水道局私道に対する公共下水道布設取扱要綱 

 

制定 平成 ７年 １月２３日市長決裁 

改正 平成２１年 ４月 １日上下水道事業管理者決裁 

 平成２２年 ９月 ９日上下水道事業管理者決裁 

 平成２５年 ４月 １日上下水道事業管理者決裁 

 平成３０年 ４月 ２日上下水道事業管理者決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、私道内に公共下水道を布設するための基準を定め、公共下水道を普及させることにより、

公共用水域の水質保全を図り、もって本市の公衆衛生の向上に資することを目的とする。 

（布設対象） 

第２条 公共下水道を布設することのできる私道は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第８号の処理

区域内又は公共下水道事業計画の予定処理区域内に存するもので、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 私道の両端又は一端が、公共下水道が設置されている道路（公共下水道の設置に係る工事の契約が締結さ

れたものを含む。）に接続されていること。 

(2) 私道の形態が明確かつ分筆され、地目が公衆用道路であること。 

(3) 公共下水道の布設及び維持管理において、家屋等への影響がない道路幅員を有すること。 

(4) 私道に面する土地が２筆以上あり、かつ１戸以上の建物が建っており、又は、建築予定であること。 

(5) 公共下水道の設置又は維持管理について、所有権者及び占有者等全員が同意していること。 

(6) 公共下水道が存置する期間、無償で使用できるもの（権利を移転する場合にあっても同様とする。）であ

ること。 

(7) 開発区域内道路にあっては、開発完了後３年を経過していること。 

（申請） 

第３条 公共下水道の布設を希望する者は、あらかじめ公共下水道布設事前調査依頼書（様式第１号）を提出の

上、次に掲げる書類により上下水道局（以下「局」という。）へ申請するものとする。 

  (1)  公共下水道布設申請書（様式第２号） 

(2) 私道敷の土地所有者承諾書（様式第３号）及び印鑑登録証明書 

(3) 私道及び公共下水道布設部分の位置図（様式第４号） 

(4) 公共下水道布設申請人名簿（様式第５号） 

(5) 私道の字図及び登記簿謄本（全部事項証明書に限る。） 

(6) 前各号に掲げるもののほか、局が必要と認める書類 

（路面の復旧） 

第４条 前条の規定による申請（以下「申請」という。）を受け行った公共下水道布設工事後の路面は、熊本市上

下水道局（以下「局」という。）において原形復旧するものとする。 

  （維持管理） 

第５条 申請を受け布設した公共下水道の維持管理は局が行い、当該公共下水道が布設されている私道の所有者

はこれに協力するものとする。 

２ 申請を受け公共下水道が布設された私道の維持管理は、所有者が行うものとする。 

第６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの要綱による改正前の熊本市上下水道局私道に対する

公共下水道布設取扱要綱（以下「旧要綱」という。）の規定によりなされた申請その他の行為は、この要綱の相

当規定によりなされたものとみなす。 

３ 旧要綱の規定により行った公共下水道布設工事（以下「工事」という。）で、施行日においてしゅん工してい

ないものに係る工事後の路面の復旧については、なお従前の例による。 

４ 施行日前に旧要綱の規定により行った工事により布設された公共下水道及び当該公共下水道が布設されてい

る私道の維持管理については、なお従前の例による。 



   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月２日から施行する。 


